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研究成果の概要：景観計画の立案にあたって具体的な景観構成要素の抽出の場面、それらをひ

とつの計画として構成していく場面にわけて方法論を整理した。前者においては、対象地区成

立の歴史的経緯や地形的特色、文化的背景等を網羅的に採り上げ、その計画論的評価を行う手

法を提起した。後者においては、既往の都市計画との関係を整理する計画手法、文化的景観等

の文化財指定との関係を整理する計画手法、景観計画区域と計画地区の選択のあり方、眺望景

観の導入に関して、計画論的整理を行い、今後の望ましい景観計画立案のプロセスを提案した。 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 景観法が施行され、いよいよ景観行政は
提案・議論の段階から、実践の段階へ移るこ
とになった。景観法の施行後の課題に目を移
したとき、もっとも重要な問題は、法に準拠
した景観計画をどのように作成し、どのよう
に有効なモノたらしめるかという問題であ
る。特に、歴史的市街地やランドマークを有
する都市ならばまだしも、とりたてて特徴を
有しないような市街地や住宅地について、ど
のようにして有効な景観計画を立案できる
のか、に関して、有用な提言ができない限り、

景観法は有名無実なしろものになってしま
う。 
 
(2) ヨーロッパなどとは異なり、拠るべき町
並みや優勢な建築意匠などの存在しないま
ちでは景観規制の内容に対する合意をとり
つけるのは非常に困難である。そのうえ、規
制緩和の時流のもとでの宅地開発指導要綱
の緩和が唱えられ、行政手続法の施行により
根拠が明確でない行政指導がおこないにく
くなってきた現在、かけ声としての「美しい
景観」は誰もが賛成であるものの、何らかの
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客観的な根拠がない限り実質的な規制がお
こないにくいという状況にあるといえる。 
 
(3) また、わが国の都市景観は個性に乏しい
ので、具体的な数値基準などはなじみにくい
という意見がある。ただしそこに手がかりが
ないわけではない。それは町並みとしての街
路景観ではなく、むしろモニュメントや遠望
の山並みなどの眺望景観である。単体建造物
の群としての町並みが期待できない都市で
あっても、その都市の歴史を体現した記念的
な建造物やモニュメント、さらには巨木など
の自然記念物が皆無という都市はないだろ
う。山裾の社寺の大きな屋根や都心の公共施
設の近代洋風建築が都市景観のポイントと
なっている例は枚挙にいとまがない。 
 また、山がちなわが国では都市の背景に山
並みが映えていない方が例外的である。こう
した周囲の自然が近世までの町は形成を規
定してきた。またそうした自然形状を十分意
識して町が作られてきたともいえる。城下町
の城山などはその典型である。 
 このような拠点的景観要素のネットワー
クとして都市をとらえると、その眺望景観を
保護するための合意は形成しやすいという
ことができる。眺望をキーワードとして景観
計画のひとつの手法を確立することが可能
であると考えられる。 
 
(4) また、一方で、文化財保護法の平成 16
年改正によって「文化的景観」が文化財のひ
とつとして明文化され、さらに、これは景観
法による景観計画の中で位置づけられるこ
とが条件となった。つまり、景観計画は、こ
れまでの都市計画の部門別基本計画の域を
出て、新たに文化財の総合的保全計画の一端
をも担うようになったのである。 
 同時に、景観法は国土交通省のみならず、
農林水産省及び環境省との共管の法律であ
る。つまり、対象は都市周辺の農地や斜面林、
里山など、これまでの都市計画マスタープラ
ンを超えて拡がる可能性を手に入れたので
ある。したがって、農地や農業集落、山林、
自然公園なども含み込んだ広域の景観的な
評価と位置づけの手法を確立する必要があ
る。 
さらには、制度上の問題点として、景観アセ
スメントと環境アセスメントとのすりあわ
せの必要性も出てきた。 
 また、点的な問題では、景観重要建造物・
樹木の制度が導入されたことにより、これら
の点的な景観資源をどのように掘り出し、評
価し、計画の中に位置づけていくのかに関し
ても、計画論的な研究が早急に必要である。 
 
 
２．研究の目的 

以上の研究の背景を踏まえ、景観法の施行を
前提として、今後の景観計画立案に際しての
具体的な方法論を明確に提示し、今後各自治
体で進むことになる法定の景観計画の作成
にあたって有用かつ実際的な手法を示し、さ
らには、景観計画立案時の方法論一般に関し
て、計画論の立場から実証的な手法を確立す
ることを目的としている。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 研究は以下の７つの分野において並行
して進められた。すなわち、 
①文化的景観を景観計画の中に位置づける
方法に関する研究 
②眺望景観を景観計画の中に位置づける方
法に関する研究 
③景観計画の中に農村部や山林部を位置づ
ける方法に関する研究 
④景観計画の中に点的な景観資源を位置づ
ける方法に関する研究 
⑤景観アセスメントの確立に関する研究 
⑥既成市街地内部の景観資源を詳細に明ら
かにする手法に関する研究 
⑦景観計画策定時における市民参加のあり
方に関する計画 
 
(2) それぞれの研究分野の研究の方法は以
下の通りである。 
① 文化的景観を景観計画の中に位置づけ
る方法に関する研究 
 文化財保護法にいう「文化的景観」の概念
を再検討し、そのモデル的なケーススタディ
の状況を明らかにする。同時に近江八幡の景
観計画とそこでの文化的景観の位置づけ、奥
州平泉の文化的景観と世界遺産登録申請の
状況をケーススタディし、文化的景観を景観
計画に位置づける際の手法、行なうべき調査
のあり方、景観計画への記載のあり方等を明
らかにする。 
② 眺望景観を景観計画の中に位置づける
方法に関する研究 
 全国の県庁所在地をモデルケースにして、
眺望景観の実体を調査し、これを有効に景観
計画の中で位置づける方法論について考察
する。特に、高層ビルやマンションの林立が
問題となっている東京を採り上げ、具体的な
規制内容について、検討する。なお、現実に
東京都は眺望景観規制の導入を検討してい
るので、これとの摺り合せもおこなう。また、
金沢市ではすでに条例改正によって眺望景
観が保全対象となっているが、これの景観法
対応の方法に関して考察する。 
③ 景観計画の中に、農村部や山林部を位置
づける方法に関する研究 
 景観農振計画の具体的な内容や景観作物
の考え方、里山や斜面林の保全施策と景観計



画との関連などに関して、検討する。また、
農林水産省管轄の部局や自然公園管轄の部
局など、これまで都市計画的な法制度となじ
みのない組織をどのように一体的に取り込
み、計画立案を行なっていくかといった実務
的な計画論も対象となる。 
④ 景観計画の中に、点的な資源を位置づけ
る方法に関する研究 
 景観重要建造物・樹木の具体的な取り扱い
方及び登録文化財との関連などを考察する。
また、こうした点的な資源とその周辺の関係
について、諸外国の例を参考に考察する。特
に、周辺規制の導入可能性について、検討す
る。 
⑤ 景観アセスメントの確立に関する研究 
 従来の環境アセスメントは環境省の所轄
であり、そのなかにある景観に関するアセス
メントは自然保護に限定されていた。これと
景観法による景観アセスメントとの関係を
新しく構築する論理を確立する。 
⑥ 既成市街地内部の景観資源を詳細に明
らかにする手法に関する研究 
 規制市街地の空間構成を、歴史的な経緯や
景観的な特色をもとに微細に検討し、その成
果を景観計画に生かす方法論を開発する。と
りわけ、古典的名著『日本の都市空間』（1968
年）以来ほとんど手が付けられていない、日
本の都市空間の分析手法を景観計画の枠組
みの中で見直す。 
⑦ 景観計画策定時における、市民参画のあ
り方に関する研究 
 景観計画を策定するプロセスは同時に市
民が景観に関心を高め、計画内容を認識し、
さらには計画案を市民側から提案するよう
な仕組みを内在させるべきである。すなわち、
景観計画策定の課程そのものが景観まちづ
くりの運動であるようなプロセスを構想し
なければならない。こうした計画にとりわけ
留意している世田谷区の風景づくり条例を
事例に、市民参画のあり方全般を検討する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 景観計画を立案するにあたって留意す
べき点の第一に、既往の用途地域指定との関
係があげられる。景観計画は、現行の用途地
域指定とりわけ容積率規定と連動させて規
制内容を確定する方式の計画と、容積率規定
とは独立して、地区の地形的要因や主要な景
観形成要素の見え方などをもとに規制内容
を確定する方式とのふたつに大別すること
ができる。前者は受動的ないしは消極的な景
観規制であり、後者は能動的ないしは積極的
な景観規制であるということができる。これ
らを分かつのは地域の景観に対する世論の
支持度合いである。 
 

(2) 第二に、景観地区を導入するか、景観計
画区域の規制を重層化して景観計画を立案
するかという選択肢がある。多くの場合、後
者が選択されており、景観地区指定は少数派
にとどまる。その原因は、より強力な規制を
受容するほど世論が醸成されていないこと、
計画地区指定は都市計画決定を要し、そのた
めの手続きに時間を要すること、特に要請が
強い建物の高崎性に関しては、別途高度地区
を計画決定することによって規制できるた
め、建築物の形態衣装に関する詳細な規定を
作成しなくても高さが規制できる道がある
こと、などが要因としてあげられる。 
 
(3) 第三に、景観計画の中に眺望景観を保全
することを意図した部分を有するものが増
加していることがある。眺望景観を公共性の
高い景観として評価する視点が多くの都市
で支持されているが、眺望対象となる地点と
規制対象となる地区とが同一でないこと、斜
線型の高度規制が現行の計画規制の枠内で
実施できるかという点に関しては検討の余
地がある。 
 その他、都道府県の景観計画と市町村の景
観計画との間の関係に関しても今後の改善
の余地があることが明らかとなった。 
 
(4) このほか、文化的景観に関しては、第二
次・第三次産業に関わる文化的景観のうち重
要地区とみなされるものの一覧が文化庁よ
り公表されたのを受けて、商店街や工場の景
観を評価するための手法が明らかにされ、こ
れを景観計画作成に用いる方法が実行可能
となったほか、環境省による環境アセスメン
トの技術ガイドの改訂の一環として景観分
野が採り上げられ、合意形成を主眼とする景
観アセスメントの手法が確立したことがあ
げられる。 
 
(5) また、新宿区を対象とした詳細な景観計
画基礎調査を通して、微細な景観資源を多様
な視点から補足し、これらを図面化して計画
立案に援用する手法が確立された。これらの
作業の結果は実際に新宿区の景観計画に生
かされているほか、区民の理解促進のための
ガイドブックの刊行をおこない、景観計画の
普及に関する手法の確立へ向けた方法が明
らかになってきた。 
 
(6) 最後に、景観計画をより広域の農村部や
山林部にまで拡大して立案する手法に関し
ては、資源補足の方法を明らかにし、この手
法の延長上に文化庁による歴史文化基本構
想のプロジェクトが立ち上がるなどの成果
として実を結んでいる。 
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